
１　団体概要
千円 千円 100.0% ）

２　組織状況 （令和7年4月1日現在） (単位：人） ３　財務状況

2 (1) 8 (1)
2 (1) 2 (1)

※常勤職員（市派遣を除く）の平均　　　　　　　　　　　　　※常勤役員についての平均

４　実施事業 (単位：円、％）

受託

受託

受託

受託

受託

※R6年度決算額

■ 定款・寄付行為 ■ 役員名簿 ■ 財務状況 ■ 経営改善計画

５　評価指標(共通指標） (単位：％）

主要事業

職員
平均年齢

職員平均
給与（年額）

市営住宅等管理受託事業

47.3 歳 7,728,922

※常勤役員と常勤職員とを兼務している者については、常勤役員数
にのみ計上し、その人数（内数）を括弧書で記載している。
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千葉市住宅供給公社
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円

99.5%
0.4%

20.3%人件費比率

28.9%
179.2%

自己資本比率 29.2%

固定長期適合率

安全性

効率性
18.5%

ＨＰアドレス
公開情報

0.0%
評価指標

100.04,811,400

0.0%
R5年度

なし

R6年度
0.0%

　https://www.cjkk.or.jp/

指定管理者と
して管理する

公の施設

情報公開

自立性
補助金依存率

受託事業収入率 99.5%

4,811,400

0.4%

R4年度

0.3%
99.5%

自主事業比率

市営住宅の入居者募集及び維持管理

市が行う補助事業の申請に伴う手続きの
うち、 受付・確認、現地確認業務

円

100.01,044,920,800

1,242,516,544 1,080,707,875

市支出額

0市補助金

事業費※
依存率

事業内容

市有地を有効活用し、駐車場を管理

区分

6,480,333

100.0

役員平均
報酬等額（年額）

市が行う助成事業の申請に伴う審査及び
現地調査

1,044,920,800

23,166,000

218,185,902

23,166,000

1,197,271,095

1,190,677,432

6,593,663

負債（Ｄ）

829,053,644

総収入（Ａ） 1,346,186,134

567,994,750

1,310,487,941

35,698,193

605,085,507

845,485,477 889,169,897

241,792,534正味財産合計（Ｃ－Ｄ） 284,084,390277,490,727

0 0

587,261,110

1,097,701,400市委託料

計 R4年度 R6年度

設立年月日

所在地

　住宅を必要とする勤労者に対し、居住環境の良好な集団住宅を供給し、もって住民の生活の安定と社
会福祉の増進に寄与することを目的とする。

千葉市中央区中央3丁目3番1号

設立目的

代表者

平成8年7月1日 出資・出捐状況 105,000 105,000

理事長　出山利明
都市局建築部住宅政策課

(単位：円）

常勤 非常勤 R5年度

所管課

役員（監事含む）

職員

1,219,808,195

1,206,200,261

13,607,934

総支出（Ｂ）

当期収支（Ａ－Ｂ）

総資産（Ｃ）

6
0

0

6,039,000 6,039,000

0.0

危険ブロック塀等改善補助事
業事務受託事業

窓口での住宅関連相談等
住宅関連情報提供ｺｰﾅｰ運営
受託事業

駐車場管理受託事業

高齢者障害者等住宅改修審
査受託事業

100.0

22.6%
流動比率

管理費比率 8.2%

24.8%
195.8%

9.9%

20.5%

15.2%

31.9%32.8%

192.4%



６　活動指標(個別指標）

７　経営改善計画
R 2 年度 ～ 6 年度

＜取組項目＞

実施実施

実施

1,522

事業継続に向けた柔軟な組織体制の見直し
事業実施のコスト改善
各事業における採算性の精査と事業継続の可否判断・見直し
人口減少や少子高齢化問題等を踏まえた社会福祉の貢献に向けた取組み

令和5年10月から受託開始188
住宅関連相談の件数

受託業務範囲の調整

下請の発注方法・内容の見直し

未実施 実施

経営の効率化

組織・運営体制

効率的な運営

人事・給与制度

ＢＣＰの見直し

実施
30

資金運用

2

実施

給与体系の見直し

実施

業務処理方法見直し提案・協議

実施
経営改善計画の策定

第５次経営改善計画の策定 令和2年度から6年度までの5か年計画

活動指標 R5年度R4年度 R6年度

月極駐車場の契約率

現状
(R6年度)

再エネ事業：事業終了、住宅改修：実施
実施：空家等情報提供

セーフティネット住宅：実施
発注方法の見直し

3

実施

検討中

職員による対応
検討中 実施
検討中

7 21

92.7

0
公社管理の増加

検討中

実施
実施

外部発注していた業務の内製化

未実施

未実施

実施 実施

職員配置計画 実施

解体促進支援事業(解体後公社駐車場管理)

取組前
(R1年度)

特記事項

能力や貢献度を反映した独自給与体系

新規職員の採用、嘱託職員の削減

実施

目標
(R6年度)

事業別見積積算に基づく予算協議

取組項目

実施

主要事業である市営住宅と駐車場の管理業務を着実に執行できる体制を維持しつつ、将来見込
まれる市営住宅管理戸数や駐車場管理区画数の減少による減収に備えて、長期的な変遷に対応
できる組織体制とし、主要事業に適切な職員の配置を可能とする職員定数と実施事業の見直しを
進める。

実施

未実施 実施

セーフティーネット住宅
空き家対策

内部統制の整備
人員確保と対応の見直し

地方債による確実な運用

採算性と請負業務範囲の検討

実施

団体の資金運用

未実施

経営方針

経営課題

   R2年度策定の計画

1,381 1,139

検討中 実施 実施
実施 実施

検討中 実施

実施：住宅改修、住宅関連情報提供

計画期間

すまいサポートちば相談件数(件)

すまいのｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ相談件数（件）

市営住宅空家募集戸数（戸）

438高齢者・障害者等住宅改修審査（件） 572 484

203 287 令和元年10月から常時募集を開始
駐車場年平均契約率（%）

252
91.5 92.1

438

備考



８　外郭団体による評価

９　所管局による評価

今後の方針

総合評価

取組項目に関する評価

　新たに策定した第６次経営改善計画に掲げた目標の達成に向け、経営改善に努めることを要請
し、引き続き必要な支援を行うこととする。

　各事業の採算性を高めるために業務運営方法を見直し、経営の効率化と安定化を図っている。
　また、組織改正による効率的な業務遂行を行うとともに、将来に向けた取り組みとして新規職員
の採用を行うなど第５次経営改善計画の取組項目を概ね実施したことは評価できる。

取組項目に関する評価

（１）経営の効率化
　組織改正に伴い事務分掌の見直し及び電子決裁による事務の効率化を図るため規程の改正を
行うとともに、各事業の収支を精査し、事務処理方法などの協議により、収支改善に向けて取り組
むことで、経営の効率化を図った。
（２）組織・運営体制
　4班2グループ制を5班2課制に改めるとともに、令和5年10月から新たに「千葉市居住支援協議
会相談窓口（すまいサポートちば）」の業務実施に合わせた組織改正を行った。
　課題であった定年退職者等による欠員に対し、新規正職員が採用できたことによりサービスレベ
ルの維持及び災害時の人員確保の改善が図れたことに加え、嘱託職員の削減などにより、総人
件費の縮減が図れた。
（３）人事・給与制度
　平成26年度より市と同様の人事考課制度を取り入れているものの、それ以外の能力や貢献度を
反映した独自給与体系は実施していない。
（４）団体の資金運用
　「千葉市住宅供給公社資金運用方針」を定め、国債または地方債による安全かつ確実な運用を
図っている。
（５）経営改善計画の策定
　令和2年3月に策定した第5次経営改善計画（令和2～6年度）の最終年度として、効率的な事業
展開及び独自の体制強化などを図り計画どおり遂行した。
　また、更なる経営改善を着実に実施していくために、令和7年3月に第6次経営改善計画（令和7
年～11年度）を策定した。

総合評価

　市営住宅管理受託事業への標準単価方式の導入や各事業の収支の精査により公社全体の収
益が改善されるとともに、正職員の定年後の継続雇用への移行や嘱託職員の見直しなどにより総
人件費の縮減が図られている状況を踏まえ、新規正職員を採用し人員体制を強化することで更な
る経営の安定が図られた。

今後の方針

（１）経営について：経営の効率化及び効果的な事業運営に努めるとともに、既存自主事業の収益
向上及び新規事業の追加も目指していくことにも取り組み、経営基盤の強化を図っていく。

（２）新たな事業について：これまで実施してきた市営住宅の管理代行やセーフティーネット住宅の
管理などに加え、「千葉市居住支援協議会相談窓口（すまいサポートちば）」の業務を通じて、住宅
確保要配慮者への民間賃貸住宅の入居支援を強化、社会福祉への貢献及び行政の補完的立場
を強化していく。

（１）経営の効率化
　個別の取組においては、セーフティネット登録住宅の公社管理戸数が目標戸数に至らなかった
ものの、事務の効率化を図るとともに、各事業の採算性を精査するなど経営改善に努めており、
黒字経営としたことは評価できる。
（２）組織・運営体制
　業務内容に応じて、職員を流動的に配置するなどの工夫をし、柔軟な組織運営に努めていること
は評価できる。
　また、中長期的な視点で、事業の着実な実施、業務知識の継承などのため、退職による正職員
の補充として、新規正職員の採用を行うなど経営の安定化を行った。
（３）人事・給与制度
　平成26年度より市と同様の人事考課制度を取り入れているものの、取組項目に掲げていた独自
の能力や貢献度を反映した給与体系の見直しが実施されなかった。
（４）団体の資金運用
　「千葉市住宅供給公社資金運用方針」を定め、国債または地方債による安全かつ確実な運用を
図っている。
（５）経営改善計画の策定
　第5次経営改善計画（令和2～6年度）の最終年度として、効率的な事業展開及び独自の体制強
化など概ね計画どおり遂行した。
　また、更なる経営改善を着実に実施していくために、令和7年度からの5か年計画として新たに第
6次経営改善計画を策定した。


